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       大規模災害が発生した際に,北陸地域の港湾が連携して継続的な物流機能を確保し,社会経済活 

動への影響を最小限に抑えるため,2017 年 3 月に「北陸地域港湾の事業継続計画」(以下,「広域 

港湾 BCP」という.)を策定するとともに,平常時から関係者間で密接な連携関係を構築するため 

に,同年 3 月に「北陸地域港湾の事業継続計画協議会」(以下,「協議会」という.)を設置した. 

本論文では,広域港湾BCPの実効性を高めるための検討状況を報告する. 
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1. 港湾における事業継続計画 

(1)  背景と目的 
 東日本大震災での教訓に基づき，港湾における災害対

応力の強化を目指した取り組みが進められており，地震，

津波及び高潮・高波等に備えるため，耐震強化岸壁，防

波堤，防潮堤等の整備が行われてきた．近年の経済のグ

ローバル化に伴って，災害や事故等による企業や行政機

関の業務停止が関連企業や人々の生活に影響を及ぼすよ

うになり，港湾においても大規模災害に備え，港湾物流

機能の「継続」と「早期復旧」を図るための事業継続計

画(以下，「港湾BCP」という.)の策定とこれに基づく

施策の実施が必要とされている．港湾BCPの概念図を以

下に示す(図-1) ． 

 
図-1  港湾BCPの概念 

 

(2)  港湾BCP 

 港湾BCPは，単一の決定権者の下の組織ではなく，複

数の相互に独立した主体からなるBCPであるため，主体

間の連絡・調整の場となる「協議会」が必要である.図-

2は，港湾BCP協議会の一例である. 

 

 

 

図-2  港湾BCP協議会の組織例 

 

(3) 北陸地域の広域港湾BCP 

 北陸地域(新潟県，富山県，石川県，福井県)の重要港

湾以上の港湾では，2015年度までに対象となる8港全て

において，大規模災害発生時に当該港湾の重要機能が維

持できるように港湾BCPが策定された． 

 各港の港湾 BCP では広域連携の必要性は認識されて

いるものの，北陸地域全体の広域的な緊急物資輸送や貨

物の代替輸送等の具体的な方策を検討することが課題と

なっている. 

このような背景から，各港において策定された港湾

BCPで対応が困難な事象が生じた場合，補完することを

目的として，「復旧資機材等の支援体制」，「緊急物資

輸送体制」，「一般貨物の代替輸送体制」の３つの連携

体制を対象に，災害対応力強化に資する広域港湾 BCP
を策定した.図-3 は，北陸地域の広域連携の対象港湾を

示す． 

 

 



 

図-3  北陸地域の広域港湾BCPの対象港湾 

 

2. 広域港湾BCPの課題と対応 

 2018年度の協議会において，広域港湾BCPの課題は以

下の４点が指摘されている．①港湾管理者と港運事業者等

との被災情報の連絡体制や情報共有のあり方，②復旧見通

しに関する情報発信や共有のあり方，③災害初動時の通信

手段の活用のあり方，④より詳細な行動手順の作成であ

る． 
 広域港湾BCPの実効性を向上させるための取り組みと

して，2019年度に，表-1の課題①～③については，情報伝

達訓練にて意見交換を行った．課題④については，情報伝

達訓練を行い，参加者から出された意見を反映して，広域

港湾BCP関係者間の行動を具体的に示した行動手順書

(案)としてとりまとめた． 

 
表-1  これまでの広域港湾BCPの課題と対応 

 
 

3. 情報伝達訓練(図上訓練) 

(1) 訓練の手法 

これまで，読み合わせをメインとする情報伝達訓練を行

ってきたが，上記検討課題の検証及び対応方策を明らかに

するため，情報伝達訓練や図上訓練(DIG)による意見交換

を行った．DIGとは，Disastor(災害) ，Imagination(想像

力) ，Game(ゲーム)の頭文字を取って命名されたもので，

参加者が地図や図面を囲みながら，予防策や対応策を考え

る参加型図上演習のことである． 
訓練は，「復旧資機材等の支援訓練」(第1部)，「緊

急物資輸送訓練」(第2部)，「一般貨物の輸送訓練」(第

3部)の3つの訓練を行った． 

 

(2) 参加者 

 訓練参加者は，港運事業者，港湾関連団体，港湾管理者，

北陸地方整備局である．上記の3つの訓練のうち，関係す

る訓練の参加とした． 

 
(3) 訓練のシナリオ 

 訓練は，参加者(各プレイヤー)が，設定されたシナリオ

に基づき訓練の中で行動を確認した．設定したシナリオ

は以下のとおりとした． 

a) 災害想定 

新潟港における直下地震(M6.5)で地震・津波を想定する． 
b) 発災時期 

9月，13時(業務中)の発災を想定する． 
c) 被害想定 

津波により新潟港(西港区，東港区)とも，ふ頭の大部分

が浸水・浸水深は最大で1.0m程度を想定する．ライフライ

ン，漂流物等の被災は下記を想定する(表-2) ． 
 

表-2 ライフライン等の被害想定 

 

 
d) 被災港及び支援港の想定 

 訓練では，被災港を新潟港，第1の支援港を伏木富山港

と想定する．上記港湾以外の関係者も，自らが被災港又は

支援港になった場合を想定し，情報伝達や流れを確認した

(図-4)．  

 
図-4  被災港及び支援港の想定 

 
(4) DIGによる意見交換 

情報伝達訓練の流れは，図-5(第1部の例)のとおりで

ある．図-5の①被害情報収集～③災害発生直後の被害状

況調査では，表-3のようなDIGによる意見交換を行った． 

 

これまでの広域港湾BCPの課題 課題への取り組み

①
港湾管理者と港運事業者等との被災情報の連絡
体制や情報共有のあり方

情報伝達訓練

② 復旧見通しに関する情報発信や共有のあり方 情報伝達訓練

③ 災害初動時の通信手段の活用のあり方 情報伝達訓練

④ より詳細な行動手順の作成
情報伝達訓練を行い，参加者から出された意見を反映し
て，広域港湾BCP関係者の行動手順書(案)を作成

鉄道、バス等の公共交通機関は運休．鉄道の復旧は1週間程度．

高速道路の被災は軽微．国道は通行止め区間が複数発生

電気(停電) ⇒約4日間で復旧

ガス(停止) ⇒約1～2週間で復旧(LPガス)

上水道(断水) ⇒約10日間で復旧

固定電話 ⇒約4日間で復旧(発災直後は1～2割程度通話可)

携帯電話 ⇒約2～3日間で復旧(発災直後は1～2割程度通話可)

その他

ライフライン

交通条件

断続的に余震が発生



 

図-5  復旧資機材等の支援体制における行動計画と役割分担(例) 

 

 

表-3  DIGによる意見交換 

 

4. 情報伝達訓練(図上訓練)で得られた課題 

(1) 災害時の情報通信手段の強化について 

災害時の通信手段確保については，民間サイドでコス

ト面での現実的な課題を抱えているが，その必要性は認 

識されており，今後とも各関係者の機能強化の検討が求

められるとともに，本協議会でも通信手段強化に向けた

情報提供等を継続する必要がある．  
 

(2) 復旧見通しの港湾管理者と港運事業者の情報共有につい

て 

港湾施設の復旧見通し情報に係る港運事業者からの要

請に対して，それに関する情報発信は困難と考えられ，

上記要請に対する代替の情報発信として，「復旧活動の

実施状況」等の情報発信のあり方を検討する必要がある．  

 

5. 行動手順書(案)について 

2018年度の情報伝達訓練実施中及び事後のアンケート

において，災害時における行動内容や対応者の修正など

の行動手順に関する意見があった．これを踏まえ，訓練

で提示した行動手順を検証し関係者間で内容を確認した

上で，災害時に適切に対応できるよう整理することが重

要と考えられるため，行動手順書(案)としてとりまとめ

た． 

図-6は，復旧資機材等の支援体制のフローである．復

旧資機材等の支援体制については，図-6のとおり，①被 
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⑩調査等実施計画の立案

⑪応急公用負担権限行使の判断(漂流物／沈降物)

注：青枠は手順確認訓練の範囲

：赤枠はDIGによる協議事項

凡 例

：指示・指定・連絡・調整

：届出・許可

：行動

： 主導的役割を担う主体

：協議・調整・情報共有の対象となる主体

⑫作業許可申請

⑬浮遊物の揚収指示
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⑯啓開作業手順(啓開する幅，水深等)の決定

⑰異常点揚収

⑱事後測量(異常点有無の確認)

⑲優先啓開航路暫定供用

関係機関

港運事業者
多く港運事業者は，自社利用施設の被災
状況を確認し，必要な情報は随時，港湾
管理者へ連絡する．

課題

③災害初動
時の通信手
段の活用の

あり方

意見交換する内容

通信手段途絶の場
合の代替手段
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情報発信
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しに関する情
報発信や共
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①港湾管理
者と港運事
業者等との
被災情報の
連絡体制や
情報共有の
あり方

港湾管理者と港運
事業者との被災情
報収集での連携の
可能性

北陸地方
整備局

港運事業者

港湾関連
団体

意見概要

会員企業も含めて衛星携帯の導入を検
討したいが費用面で難しい．

港湾管理者

北陸地方
整備局

港運事業者

絶対遅れない見通しの時に，見通しの情
報発信をする．

確実な見通しが立った段階での情報発信
となる．

・復旧見通しについて荷主・船社等からの
問合せ対応に関して，必要と考えられる
情報は港の使用，入出港，岸壁使用，荷
役機械使用等の可否及び使用開始見通
しが想定される．
・出せる情報は情報発信してほしい．

港湾管理者

港湾管理者

多くの港湾管理者は，港運事業者に確認
する．一部の港湾管理者は，管理者直営
及び委託の業者で被災情報収集を行っ
ている．

防災部局には衛星携帯が設置されてい
るが，事務所には設置されていない港湾
管理者が多く，事務所と本部間は，車に
よる移動でないと連絡はとれない．

衛星携帯があるため，事務所，本局間の
通話が可能．衛星携帯を使用した通話訓
練も実施している．

多く企業は，衛星携帯を所有していない．
衛星携帯を所有している企業は，衛星携
帯を使用した訓練は行っていない．



害情報収集～⑰優先啓開航路暫定供用の手順となる．図 

-6の①被害情報収集の詳細及び②資機材等の情報提供の

詳細が，表-4及び表-5に示す項目である． 

復旧資機材等の支援体制フローの他に，緊急物資輸送

体制，一般貨物の輸送体制も同様に，図-6のようなフロ

ーと表-4及び表-5に示すような詳細な項目を作成し，貨

物の輸送再開までの流れがわかるように，行動手順書

(案)を作成した． 

行動手順書(案)は，特に以下の活動に着目して作成し

ている． 

・航路啓開に係る関係者間の連絡調整及び初期行動 

・緊急物資輸送船の受け入れ体制構築に係る連絡調整 

・一般貨物の代替輸送に係る港湾施設の被害情報収集 

 なお，今後ともより使いやすい手順とするため，本行

動手順書(案)について，継続的な検討を行うものとする． 

 

図-6  復旧資機材等の支援体制モデル 

 

 

 

 

表-4  復旧資機材等の支援体制①被害情報収集の行動手順書

(案) 

 

 

表-5  復旧資機材等の支援体制②資機材等の情報提供の行動手

順書(案)  

 

 

6. まとめ 

広域港湾BCPの実効性を高めるため，これまでの訓練

等を通じて解ってきた課題の再整理や広域港湾BCPの改

善点の確認，また，より実現性・具体性を持たせるため

の行動手順書(案)を作成し，2019年度に広域港湾BCPの
改訂を行った．広域港湾BCPは，策定することが目的で

はなく，関係者間で継続的に議論し，更新していくこと

が重要である． 

検討課題が残されているが，今後もPDCAサイクルによ

り継続的に見直し，改善を行うことが必要である． 
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①被害情報収集 実施主体 相手先，関係者
①-1

○安否確認情報の集約
○参集要員体制の確認

①-2

①-3

①-4

①-5

①-6

港湾管理者(被災港)は，被害状況調査の要員
体制，所定の準備を整え，被害状況を調査す
る．その際，港湾管理者(被災港)は，現地の港
運事業者(被災港)と可能な限り連携して被害状
況調査を実施する．

港湾管理者
(被災港)

港運事業者
(被災港)

整備局(本局等)は，防災体制を立ち上げ，災害
対応活動の準備開始する．

○通信手段の稼働状況の確認及び衛星電
　話の起動
○港湾管理者(被災港)へのリエゾン派遣を
　整備局(被災港)から確認

整備局
(本局等)

-

整備局(被災港)は，被害状況調査の動員体
制，所定の準備を整え，直轄施設等の被害状
況を調査する．

整備局
(被災港)

-

港湾管理者(被災港)は，被害状況調査結果を
集約し，整備局(被災港)に報告する．

港湾管理者
(被災港)

整備局
(被災港)

整備局(被災港)のリエゾンは，港湾管理者(被
災港)から被災情報を収集し，整備局(本局)へ
報告する．

整備局
(被災港)

港湾管理者
(被災港)

整備局(本局)

整備局(本局等)は，被害の全体を整理・把握
し，港湾管理団体に災害協定の発動を連絡す
るとともに，情報連絡要員の派遣要請を行う．

整備局
(被災港)

港湾管理者
(被災港)

整備局(本局)

②資機材等の情報提供 実施主体 相手先，関係者
②-1

②-2 港湾関係団体は，会員企業をとおして要請内
容の調査を実施し，取りまとめた動員体制を，
整備局(本局，被災港)又は港湾管理者(被災
港)に報告する．

港湾関係団体

整備局
(本局等，被災港)

港湾管理者
(被災港)

整備局(本局，被災港)又は港湾管理者(被災
港)は，港湾関係団体に，応急復旧に必要な
動員体制の情報収集を要請する．

○動員体制=作業船及び測量船(種類，規
格，隻数(船団数))／派遣可能な人員

整備局
(本局等，被災港)

港湾管理者
(被災港)

港湾関係団体


